
 

 

平成２９年 ５月３１日 

自 動 車 局 貨 物 課 
 

トラックドライバーの荷待ち時間等の実態把握や解消に向けて、 

荷待ち時間等の記録を義務付けることとします。 
～貨物自動車運送事業輸送安全規則の一部を改正する省令の公布について～ 

 
 

 トラックドライバーの業務の実態を把握し、長時間労働等の改善を図るため、荷主の都合に

より待機した場合、待機場所、到着・出発や荷積み・荷卸しの時間等を乗務記録の記載対象と

して追加する「貨物自動車運送事業輸送安全規則の一部を改正する省令」を、公布しました。 

 

１．背景 

 トラックドライバーの長時間労働の是正のためには、荷待ち時間等の削減を図ることが必要です。

このため、荷待ち等の実態を把握し、そのデータを元にトラック事業者と荷主の協力による改善へ

の取り組みを促進するとともに、国としても荷待ち時間を生じさせている荷主に対し勧告等を行う

に当たっての判断材料とすることを目的として、貨物自動車運送事業輸送安全規則（平成２年７月

３０日運輸省令第２１号）に定める乗務記録の内容等を改正することとするものです。 

 

２．概要 

（１）乗務等の記録（第８条関係） 

     トラックドライバーが車両総重量８トン以上又は最大積載量５トン以上のトラックに乗

務した場合、ドライバー毎に、 

・集貨又は配達を行った地点（以下「集貨地点等」という。） 

・集貨地点等に到着した日時 

・集貨地点等における荷積み又は荷卸しの開始及び終了の日時  

等について記録し、１年間保存しなければならない。 

（２）適正な取引の確保（第９条の４関係） 

荷主の都合による集荷地点等における待機についても、トラックドライバーの過労運転

につながるおそれがあることから、輸送の安全を阻害する行為の一例として加える。 

 

３．今後のスケジュール 

 公布日：平成２９年 ５月３１日（水） 

 施行日：平成２９年 ７月 １日（土） 

 

 

【問い合わせ先】 

自動車局貨物課トラック事業適正化対策室  担当：原中、岡田 

TEL：03-5253-8111（内線 41334） 直通：03-5253-8576 
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貨物自動車運送事業輸送安全規則の一部を改正する省令（案）に関する意見
募集結果について

平成２９年５月３１日

国 土 交 通 省

国土交通省では、平成２９年３月２９日から同年４月２７日までの間、貨物
自動車運送事業輸送安全規則の一部を改正する省令（案）に関する意見の募集

を行いました。

その結果、本件に関して、３１件の御意見が寄せられました。
お寄せいただいた御意見の概要とそれに対する国土交通省の考え方を別紙の

とおりまとめましたので公表します。なお、本件に直接関係がなかった御意見
についても、今後の施策の推進に当たって参考にさせていただきます。
皆様の御協力に深く御礼申し上げるとともに、今後とも国土交通行政の推進

に御協力いただきますようよろしく御願いします。

１ 実施方法
(1) 募集期間 平成２９年３月２９日（水）～４月２７日（木）
(2) 周知方法 電子政府の総合窓口（e-Gov）に掲載
(3) 意見提出方法 電子メール、ＦＡＸ及び郵送

２ 意見数
提出意見数 ３１件 （提出者数 ３１名）

３ 問い合わせ先
国土交通省自動車局貨物課 トラック事業適正化対策室
電話番号 ０３－５２５３－８１１１（内線４１３３４）



（別紙）

御意見の概要及び国土交通省の考え方

御意見の概要 国土交通省の考え方
安全規則第８条第６項に、 検討した結果、対象車両については、車両

貨物の積載状況の記載につい 総重量８トン以上又は最大積載量５トン以上
て規定がありますが、本改正 と規定しました。
の対象車両についても、車両
総重量８トン以上又は最大積

載量５トン以上としてはいか
がでしょうか。

正確な時刻を記録するのは 本改正による荷待ち時間等の記録は、トラ

困難である。 ック運転者の長時間労働の一要因となってい
荷主の会社へ抜き打ち検査 る荷待ち時間の削減に向け、トラック事業者

をし、現場のトラック乗務員 と荷主の双方の協力による改善への取り組み
から現状の聞き取り調査を実 を促進するほか、荷主に対する勧告等の発動

施した方が、はるかに現状を に係る確認の一助とすること等を目的とする
正確に把握できるかと思う。 ものです。

過労運転等の実態については、荷主勧告制
度の運用等にあたり、必要に応じて、荷主や

事業者から聴取することとしています。

乗務記録に荷積み荷下ろし これまでトラック事業における輸送実態や
の時間を記載するとあります 荷主業界毎の取引実態については、「トラッ

が、この時間の記載だけでは ク輸送状況の実態調査」等により把握に努め
「荷主都合」の把握には到底 ているところです。
無理があるように思います。
報告を義務付ける前に、各

産業の輸送実態や輸送過程の
把握に努めていただきたく思
います。

乗務記録に新たに追加する トラック事業者については、荷主に比べて
３点は、対象車両を持ってい 立場が弱いことから、トラック事業者の任意
る全ての事業者に義務化する の記録に委ねると、実態の把握が難しくなる
のではなく、その必要がある 恐れがあります。

る事業者（取引環境に課題の このため、比較的長時間の荷待ち時間が発
ある）が任意に行うことにす 生しやすい一定の大きさ以上の車両に対象を
するべき。 絞ったうえで、当該車両を保有する事業者を

対象に実施することとしています。



数分しかかからない荷待ち いただいたご意見を踏まえ、本改正に係る
や荷役時間の記録は現実的で 具体的な運用のあり方について、引き続き検
はないと思う。 討させていただきます。

例えば「10分を超える～」
などの最低基準が無いと数分
で終わる作業の記録に数分要
するという理不尽なことが起

きかねない。

積込開始日時・荷降し終 検討した結果、荷積み又は荷下ろしの開始
了時刻だけでなく、積込場所 及び終了の日時のほか、集荷地点等への到着

の入構・出発時刻が必要で 及び集荷地点からの出発の日時についても記
す。 載することとし、その旨規定しました。
積込開始時刻及び荷降し終

了時刻だけですと、積込場所

へ到着してからの待機や伝票
完成までの待機等々が長時間
になる事が多い為です。

基本的に改正は良いと考え 記載方法については、運行記録計による記
るが、運転手の負担とならな 録の中に荷待ち時間を記録することなどによ
いよう記載方法等の簡素化が り簡素化は可能と考えています。
臨まれる。 また、休憩時間等のトラックドライバーに

また荷待ち時間が明確とな おける労働時間のルールについては、「自動
れば、長時間の荷待ち時間を 車運転者の労働時間等の改善のための基準」
「休憩時間」もしくは「分割 を準用しており、厚生労働省の所管となって
の休息時間」として適用して います。

ほしい

輸送の安全の確保のために 本改正については、トラック運転者の長時
必要な規制強化であれば理解 間労働の一要因となっている荷待ち時間の削

できるが、今回の改正は、中 減に向け、トラック事業者と荷主の双方の協
型車以上に限定しているとは 力による改善への取り組みを促進するほか、
いえ、集荷地点等の情報を全 荷主に対する勧告等の発動に係る確認の一助
ての運転者に記録を義務付け とすること等を目的とするものです。

するもので、運転者にとって、 なお記載方法については、運行記録計によ
あまりにも細かすぎる内容で る記録の中に荷待ち時間を記録することなど
過度な負担となるものであ により簡素化は可能と考えています。
る。



荷待ち時間の情報を記録し ご意見等を踏まえ、荷主の都合により集貨
ても、その時間の全てが荷主 地点等で待機した場合に記録をすることとし、

都合によるものなのか、一部 その旨規定しました。
は運転者都合によるものなの
かを区分した記録をしておか
ないと意味が無い。

到着日時及び出発日時につ 本改正に係る記録事項については、貨物自
いては運行記録計による記録 動車運送事業輸送安全規則第８条第２項によ
とし、その他の記録は、運行 り、運行記録計の記録による記録及び付記す

記録計による記録の付記によ ることにより代えることができることとされ
ることとされたい。 ております。

今回の新たな追加記載項目 乗務等の記録については、運行管理及び輸

に加えて、発荷主名と着荷主 送の安全を確保する観点から、必要な項目に
名についても乗務記録の記載 ついて記載させることとしております
対象として新たに追加すべき なお荷主名については、集貨又は配達を行
である。 った場所を記録することで把握するほか、必

要があれば、別途運送契約書などの書面によ
り把握することとしています。

この度の記録されたデータ 本改正施行後の一定期間において、荷待ち

について、この記録を具体的 時間のデータを収集し、業態別による発生状
に活用することが重要と考え 況等を集計することを予定しており、荷待ち
ますが、具体的にその活用方 時間の削減に向けた取り組みに活かすことと
法をお示し願いたい。 しています。なお活用方法については、現在

検討中であり、具体的な方向性が決まり次第
お示しする予定です。



トラックドライバーの労働条件
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出典：トラック輸送状況の実態調査
(H27)
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13：27

トラックドライバーの長時間労働の要因のひとつは、荷主庭先での
長時間の荷待ち時間・荷役時間

荷主企業と運送事業者が一体となって、荷待ち時間の削減、荷役
作業の効率化等長時間労働の改善に取り組むことが重要



トラックドライバーの労働条件

トラックドライバーの年間所得額は、全産
業平均と比較して、大型トラック運転者で
約1割低く、中小型トラック運転者で約2割
低い。
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労働時間（大型トラック）
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【年間所得額の推移】（厚生労働省「賃金構造基本統計調査」） 【年間労働時間の推移】（厚生労働省「賃金構造基本統計調査」）

トラックドライバーは、全産業と比較して低賃金・長時間労働
→人手不足の解消に向けては、労働条件の改善が不可欠。

トラックドライバーの年間労働時間は、全
産業平均と比較して、大型トラック運転者
で約1.22倍、中小型トラック運転者で約
1.16倍。



○ 拘束時間：１日１３時間まで
（１６時間まで延長可。ただし１５時間超は週に２回まで）

○ 休息期間：１日継続８時間以上

○ 運転時間：２日を平均して１日９時間まで

○ 連続運転時間：４時間毎に３０分以上の休憩を確保
（１回につき１０分以上で分割可）

トラックドライバーの労働時間を定めた基準（改善基準告示）の概要

改善基準告示について
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